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首都圏では，中環・外環・圏央の 3 環状道路がまもなく概成する．都市高速道路が環状方向も含めてネ

ットワーク化されると交通マネジメントの自由度が飛躍的に増大する．一方で，利用価値の上がる高速道

路ネットワークの需要は増大するため，通過交通を迂回させる機能が期待される環状道路に対して，適当

なマネジメント策を行わないと都心通過交通を十分に排除できる保証はない．このため，想定される各種

マネジメント策を評価するため，物流施設の立地特性分析に基づく 3 環状整備による大型貨物車の交通需

要変化を考慮し，また小型車と異なる大型車の経路選択行動も組み込んだ首都圏 3 環状エリアの大規模ネ

ットワーク交通流シミュレーションモデルを開発する．さらにこれを用いて，交通マネジメント方策の効

果評価を試行した結果を報告する． 
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1. 背景と目的 

 

首都圏 3環状道路は，2015年 2月に首都高速道路中央

環状線（中環）が完成し，2015 年 10 月には東北道と関

越道が，中環と東京外かく環状道路（外環）および首都

圏中央連絡道（圏央道）の 3環状で接続され，2017年 3

月には，東名高速・中央道・関越道・東北道・常磐道・

東関東道の 5つの高速道路が圏央道により首都圏の南西

側から北回りで東側まで接続され，放射・環状型の高速

道路ネットワーク機能が充実してきた（図-1）． 

これらの道路の開通により，首都圏の高速道路が，急

速に樹状（トリー）構造から網状（ネットワーク）構造

へと変化し，利用者にとっての経路選択の余地を大幅に

増やすこととなった．また都心部を通りぬけたり，高速

道路を使わずに一般道を利用したりしていた交通が，環

状の高速道路を利用するようになる効果が期待される．

さらに，こうした交通流動の変化はとくに圏央道など環

状道路沿線への物流施設などの立地を誘発し，とくに大

型貨物車の交通需要のOD分布も変化することになる． 

一方で，こうしたネットワーク構造の変化により交通

流動が変化することで，それ以前よりも多くの交通需要

が新たなボトルネックに集中し，これまでは顕在化して
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いなかった交通混雑が発生してしまうこともある． 

一般に，都市部の環状道路の整備は，とくに大型貨物

による通過交通を都市の中心部から排除し，都市の中心

部の環境を改善して，都市内交通を内々に限定すること

で，都市の活力増強や環境改善に資することに意味があ

る．したがって，首都圏 3環状道路が有効に機能するに

は，大型貨物車を適切に環状道路へ誘導し，大規模物流

施設などを外縁側の環状道路沿道へ適切に立地誘導する

ことも重要である． 

また，放射・環状型のネットワークは，特に直径方向

に近い通り抜け交通が，外縁部から外縁部へ都心から見

て 180度に近い角度を持つ場合には，環状道路を利用す

ると，単円で考えれば都心を抜けるよりも約 1.57 倍距

離が長い．このことは，このような通過交通の排除には，

環状道路のサービス水準を 1.57 倍以上にするか，環状

道路の料金を都心部通り抜けよりかなり割安にする必要

があることを意味する． 

さらにネットワーク効果には，迂回による道路性能の

有効活用がある．事故や災害時の通行止めに対して迂回

経路を提供するだけでなく，交通渋滞によりサービス水

準が大きく低下している路線を避けて，まだ交通容量に

余裕のある路線へ誘導することで，交通渋滞の発生を最

小化させ，さらには渋滞中に多発する事故も抑制できる． 

首都圏 3環状道路を対象とした施策評価については，

Nemoto and Ootaki2)により，高速道路全体に対距離制料金

を導入した場合の交通変化と社会的余剰変化を経済学的

なアプローチで静的配分手法を用いて分析した例が報告

されている．しかしながら，静的配分手法ではネットワ

ーク上で動的に変化する渋滞現象を扱えず，道路利用の

効率性や円滑性の評価を適切に行うことが難しい．また，

佐津川ら 3)は動的配分理論で，首都高オンランプでの流

入制御の効果を評価しているが，理論的な枠組みに収め

るために様々な前提をおいて単純化しており，現実の施

策を直接的に議論することが難しい． 

筆者らは，首都圏 3環状道路の整備に伴う高速道路利

用経路特性とネットワーク交通流への影響，物流施設な

どの立地と貨物車交通への影響などを分析・モデル化し，

首都圏高速道路網の円滑性を確保するために必要な効率

的な道路ネットワークの交通マネジメント策の提案に取

組んできた．本稿では，大型貨物車交通の発集施設の立

地特性分析に基づく 3環状道路整備による大型貨物車の

交通需要変化を考慮し，また小型車と異なる大型貨物車

の経路選択行動も組み込んだ首都圏 3環状エリアの大規

模ネットワーク交通流シミュレーションモデルを開発し，

これを用いて，いくつかの交通マネジメント方策の評価

を試行した結果を報告する． 

 

2. ネットワーク交通流シミュレーション 

 

(1) 動的な交通流モデルの重要性 

交通容量上のボトルネックで交通渋滞が発生する場合

に，時間の経過に伴って変化する交通需要，および交通

渋滞長と旅行時間の特徴を図-2に模式的に示す． 

図より，時点𝑇௦で交通需要がボトルネック交通容量を

超過して交通渋滞が発生し，最大交通需要が実現する時

点を過ぎて交通渋滞長および旅行時間は長くなり続け，

交通需要がボトルネック交通容量を下回り始めた時点

𝑇௕で交通渋滞長も旅行時間も最大値を取る．その後，

交通渋滞長も旅行時間も減少し始め，時点𝑇௖で交通渋滞

が解消する．時点𝑇௖は，図中の交通需要超過時間帯

𝑇௦~𝑇௕における赤い範囲の面積と，交通需要低下後の時

間帯𝑇௕~𝑇௖の両者の間の橙色の面積が等しくなった時点

 

図-1 首都圏 3環状道路の整備状況 (2017年 3月時点)1) 図-2 交通渋滞の動的特徴 
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である．なお一般に，交通渋滞継続時間帯𝑇௦~𝑇௕は交通

需要超過時間帯𝑇௕~𝑇௖よりかなり長い． 

このような交通渋滞の時間依存性を持つ特徴を考慮せ

ずに，静的枠組みだけで捉えると，𝑇௔と𝑇௕間で交通需

要が最大になる時点で交通渋滞が最大となり，交通需要

が交通容量を下回った時点𝑇௕で交通渋滞が解消し，交

通渋滞は交通需要超過時間帯𝑇௦~𝑇௕でのみ存在するとい

う誤った理解を与えるおそれがある．また，リンクコス

ト関数としてよく用いられる BPR 関数は，交通需要を

横軸にリンク旅行時間を縦軸に取ると単調増加で，ある

閾値を交通需要が超えると急激に旅行時間が増大する関

数型で表されるが，これは静的枠組みが適用できるほど

長い時間帯（1 日など），またはボトルネック交通容量

を超過しない交通需要下でのみ適用可能である． 

交通渋滞の発生・延伸・縮小や，その空間的な影響範

囲と時間変動を動的に記述する方法として，上記の動的

な交通流モデルを適用した動的ネットワーク交通流シミ

ュレーションモデルを用いることが有効である． 

 

(2) 交通流モデル 

本論文で用いるシミュレーションモデルは，離散表現

された車両を，交通流の基本図（FD: Fundamental Diagram）

と衝撃波理論に基づき，FIFO 条件下で待ち行列を管理

してリンクの上下流端で理論と整合する累積交通量を実

現するよう，離散表現した車両を 1 秒毎に移動させる

SOUND をベースとしている 3)．またこのモデルでは，

ネットワークノードでは，交差点における交通信号制御

とギャップアクセプタンス，および交差点付近の車線構

成，交通規制を反映させることができる． 

 

(3) 動的な確率的経路選択モデル 

道路ネットワークへ入力される交通需要は，15 分程

度の時間毎に，ゾーン間 OD交通として与える．ゾーン

内では発生点周辺の道路に確率的に分散させて発生（湧

き出し）させ，集中点周辺の道路で確率的に分散させて

集中（染み込み）させる．この機能により，発生・集中

点周辺で交通需要が集中することで実現象と関係無い交

通渋滞が生じることを避けることができる． 

本シミュレータでは，距離，時間，料金，右左折など

の旅行コストを考慮したロジット型の確率的経路選択モ

デルを実装しており，OD 間を移動する各車両は，分岐

点を通過するたびに再帰的に進行方向を選択する． 

 

3. 首都圏 3環状道路ネットワークシミュレータ 

 

(1) モデル構築に用いるデータとパラメータ 

2 章で紹介した特徴を持つシミュレータを用いて，首

都圏 3環状道路を含む道路ネットワークの交通流状態を

計算可能なシミュレータを構築するために用いたデータ，

および設定したパラメータは以下の通りである． 

a) 道路ネットワークと高速道路料金設定 

道路ネットワークは，平成 22 年度版デジタル道路地

図（DRM Ver.2203）を用い，首都圏一都七県（東京，神

奈川，千葉，埼玉，山梨，群馬，栃木，茨城）の基本道

路リンク（5.5m 幅員以上の道路）により構成する（図-

3）．ノード数とリンク数は，それぞれ約 18.6 万および

約 41万である． 

高速道路の通行料金は，NEXCO 路線ではインターチ

ェンジ流入部リンクに端末料金 150円を設定し，本線に

対距離料金 24.6 円/km（大都市近郊 29.52 円/km）を設定

した．また，首都高などの均一料金区間では，流入部リ

ンクにそれぞれの通行料金を設定した． 

b) OD表設定のための発生集中ゾーン 

図-4 に示すように発生集中ゾーンは平成 22 年道路交

通センサスでの B ゾーンをポリンゴン化している．ゾ

ーン数は首都圏の一都七県で 1112 ゾーンである．首都

圏外に関しては，隣接県は県単位のゾーンとし，その他

は東日本・西日本のゾーンとして，最寄りの高速道路及

び国道の端末ノードに関連付ける．なお，OD 表の作成

には，平成 22 年度道路交通センサスにおける車種別

 

図-4 OD表に用いるゾーンポリゴン(青：高速道路) 

 

図-3 道路ネットワーク(青：高速道路，赤：国道，緑：都県道) 
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（乗用車と大型貨物車の 2車種）日交通需要の Bゾーン

OD表を基礎データとして利用する． 

c) 経路選択モデルとパラメータ設定 

経路選択モデルは式(1)のロジットモデルを用いる．𝑉௜
は費用関数，𝑐௝ は係数，𝑥௜௝ は説明変数である． 

 𝑃௜ ൌ expሺ𝑉௜ሻ ∑ expሺ𝑉௞ሻ௞⁄  (1) 

 𝑉௜ ൌ െ∑ 𝑐௝𝑥௜௝௞  (2) 

経路選択モデルは，車両が経路分岐点に到着する毎に，

分岐点から目的地までの経路の選択肢 i 毎に費用関数を

求めてロジットモデルに適用し，分岐点での進行方向を

確率的に求める．この計算は，分岐点に到着するたびに

再帰的に行う．表-1に，小型車，大型貨物車の 2車種に

ついて，この経路選択モデルにおける費用関数の説明変

数の係数の値を示す．表の値は，大型貨物車については

力石ら 5) の研究による成果を SOUNDの入力項目に換算

したものである．非渋滞時旅行時間とは，経路距離を経

路の自由旅行時間で割って求めたものであるが，係数は

渋滞考慮旅行時間のそれと同程度であることから，大型

貨物車のドライバーは渋滞による遅れ時間を半分程度に

過小評価していると解釈できる．なお，小型車について

はモデル化に必要なデータの入手が簡単ではなかったた

め，ここでは大型車のパラメータで料金感度だけを半分

（時間価値が倍）と仮定して適用する．本来はそのまま

適用できるものではないため，これらの精査は今後の課

題である． 

d) 時間帯別OD表の推定 

本シミュレータは，乗用車と大型貨物車の車種別の 1

時間ごとの OD表を入力交通需要としている．そこで，

日交通需要のセンサス OD表を時間帯別に分割する必要

がある．別途，実測の時間帯別・車種別の断面交通量に

対し，入力 OD交通需要を用いたシミュレータによる計

算結果で得られる時間帯別・車種別の断面交通量との誤

差が最小になるよう時間帯別・車種別 OD交通量を推定

する．ただし推定にシミュレータで計算したのでは計算

負荷が高すぎるため，シミュレータ計算の数学近似モデ

ルを用いた数値探索により，時間帯別・車種別 OD交通

量を推定する手法 6)を用いる． 

図-5 は，この近似推定法によって得られた乗用車と

大型貨物車について，各 1時間の OD交通量の総和を時

間変動図に示したものである．図より，乗用車と大型貨

物車では時間変動のピーク特性が違うことが分かる．24

時間総 OD トリップ数は，小型車が約 2,415 万トリップ，

大型貨物車が約 250万トリップである． 

 

(2) モデルパラメータの調整 

シミュレータの主なモデルパラメータには，交通容量

を含むリンクの FD を規定するパラメータと経路選択モ

デルパラメータがある．経路選択モデルパラメータは表

-1 の値で固定した上で，リンク交通容量を調整する．

具体的には，よく知られた主なボトルネック交通容量を

変化させ，全リンクの時間交通量のシミュレータ計算値

 

図-6 リンク時間交通量の実測値とシミュレーション推定値 

 

 
図-7 首都高速・湾岸線を対象にした速度コンター 
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表-1 経路選択モデルにおける費用関数の係数 

費用関数の説明変数 乗用車 大型貨物車 

非渋滞時旅行時間[秒] 1.057 1.057 

渋滞考慮旅行時間[秒] 1.000 1.000 

左折回数[回] 3.452 3.452 

右折回数[回] 17.148 17.148 

時間価値[円/分] 73.88 36.94 

ロジットパラメータ 0.005 0.005 
 

 
図-5 車種別・時間帯別の総OD発生交通量の推定結果 
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と実測値との誤差が小さくなるように調整する．図-6

に調整後の時間帯交通量の実測値と推定値の関係，図-7

にボトルネックを含む首都高速・湾岸線の速度コンター

図の例を示す．いずれも，良い精度で推定できているこ

とが分かる． 

 

(3) 現状再現シミュレーション（Baseケース） 

図-8 に，平成 22 年時点のネットワークと OD 交通需

要を設定したケース（これを，Baseケースとする）での

交通状況再現性の例として，朝 8時台の道路ネットワー

ク上の速度分布を示す．道路種別により本来自由流時に

期待される速度が異なるため，図は速度そのものではな

く，各リンクの自由速度からの低下率で色分けして表示

している．ここで自由速度は，都市間高速道路では

100km/h，都市高速道路では 70km/h，交通信号による遅

れ時間を含む一般街路では 40km/h，の 3段階に設定した

ものである．その他，別の時間帯のリンク速度分布，お

よび時間帯別の車種別のリンク交通量分布などを調べ，

概ね実態を再現できていることを確認した． 

 

4. シミュレータによるケーススタディ 

  

(1) シナリオの設定 

まず，3 章で開発したネットワーク交通流シミュレー

タを用いて，3 環状道路が概成した時点の道路ネットワ

ーク状況における交通流状態を推定する．これは，3 環

状道路という道路整備による効果・影響を検討すること

を目的としており，道路整備以外の特段の新しい施策の

実施を想定していないので，3環状道路概成時点の BAU 

(Business as Usual) とみなし，現状を再現したBaseケース

と比較して評価する． 

なお，ここでは将来の交通需要予測のもつ不確実性の

影響を排除するため，あくまでも交通需要は平成 22 年

度センサスをベースとして交通需要の総量は変化させな

い．ただし，道路整備の重要な効果として施設立地の誘

発効果は考慮し，とくに大規模物流施設立地が誘発され

る効果を推定するモデルを用いて，大型貨物車の OD交

通需要を再配分してシミュレーション分析を行う． 

次に，BAU に対し， 3 環状道路の有効活用を意図し

た交通マネジメント方策として，3 環状道路へ交通を誘

導する施策を導入した場合（Incentive ケース），渋滞状

況を踏まえて 5分毎に更新される所要時間情報をもとに

最短時間経路を選択する利用者層が増えた場合（DUO

ケース）の効果をそれぞれBAUと比較する．  

 

(2) 3環状道路概成時の交通状況推定(BAU) 

本論文で設定した 3環状道路概成時の道路ネットワー

ク状況（現状は青，追加を紫）を図-9 に示す．2017 年

度当初に比べて，さらに圏央道の神奈川県南部で首都高

速・神奈川区間に接続する区間と，千葉県のアクアライ

ン側から東関東道まで接続する区間が開通し，圏央道は

計画区間を全通させる．外環は，西側は東名高速より以

北，東側は首都高速・湾岸線までが開通した状態とする．

中環は 2017 年時点で既に全通している．またこれらの

開通の予定時点で改良や新規建設が完了予定（例えば，

首都高速・13 号豊洲線の延伸や中環と首都高速・7 号線

との接続など）の道路も追加している． 

なお，BAU ケースで追加された高速道路区間の通行

料金は，全て Base ケースと同じ対距離料金制度とし，

首都高速も含め均一料金区間は残している．したがって

BAU ケースは，2017 年現在とは料金制度が乖離してい

るが，ネットワークと ODデータと検証用データの設定

時点でパラメータを調整して検証したものを基礎として

いることによるやむを得ない措置とする． 

3 環状道路などの開通によって，新ジャンクションが

建設される場所もある．新ジャンクションを構成する各

ランプ路のリンク交通容量の詳細は不明であるが，既存

のランプ交通容量を参照に交通容量を設定する．ただし，

計算の過程で交通集中によりランプ路を先頭に渋滞が発

生した箇所については，十分な車線数が確保されるとし

て容量を増やしている． 

3 環状道路の概成によりゾーン間の交通サービス水準

が改善されれば，これまで不便で立地しなかったゾーン

に，新たに大型物流施設などが立地することで，大型貨

物車の OD交通需要が変化することが想定される．ここ

では，平成 25 年東京都市圏物資流動調査 7)に基づく物

 
図-8 現状道路における朝 8時台のリンク別速度低下率 

速度低下率凡例
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図-9 3環状道路概成時の高速道路ネットワーク 
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流施設の立地データを活用し，物流施設が立地しやすい

場所（立地ポテンシャルが高い場所）を推計する物流施

設立地場所選択モデルを開発し 8)，平成 22 年度の道路

交通センサス時点の大型貨物車のゾーン間 OD交通需要

を総量は変えずに再配分している 8)．この結果，3 環状

道路の概成に伴う OD 交通需要の変化は図-10 のとおり

となった． 

以上の道路ネットワーク条件に OD交通需要を入力し

た交通シミュレータによる推定を BAU ケースとする．

BAUでは，3環状高速道路ネットワークが概成する効果

で，Baseケースと比較して，とくに外環と圏央道，およ

びこれに接続する放射方向の高速道路の交通量が顕著に

増える．また，一般道の交通量，とくに外環より内側の

一般道が概ね減ることが確認された． 

図-11 は，Base ケースの図-8 と同様に，朝 8 時のラッ

シュ時における BAU ケースの速度低下率を示している．

図より， BAU ケースては，中環や首都高速・湾岸線な

ど，さらには外環の一部でも大きく速度低下しており，

3 環状道路が概成してもまだ交通需要に偏りが生じ，一

部に交通混雑・交通渋滞が残ることが分かる． 

 

(3) 3環状道路概成時・環状道路誘導策の実施 

BAU ではまだ速度低下，交通渋滞発生する時間が生

じており，環状部の概成によるネットワーク効果を十分

に発揮できていない．そこで，3 つの環状道路の経路コ

ストを政策的に低く設定(旅行時間以外の圏央道のリン

クコストを 1/3，外環道のリンクコストを 1/2，中環のリ

ンクコストを 2/3に変化させる)することで，都心を通り

抜けるほうが距離・時間が短くても，経路全体では環状

道路利用経路，特に外側の環状道路を利用する経路ほど

コストが低くなるため，環状道路の利用促進策を模擬し

た Incentive ケースを設定する．このコストの変化は，直

接的な高速道路料金低減を意味するだけではなく，放射

道路経由で行ける目的地への経路を敢えて環状道路経由

へ変えてもらう啓発活動のような各種経路分散促進施策

も包括して表現したものと解釈できる． 

図-12 は，Incentive ケースと BAU ケースとで各リンク

の乗用車の日交通量の変化を例示したものである．また

図-13は，朝 8時台における Incentiveケースと BAUケー

スの旅行速度の差[km/h]を，とくに都心部をズームイン

して例示したものである．図-12 からは，とくに圏央道

の西側や外環の西側を中心に，圏央道・外環・中環の 3

環状に明らかに交通需要が誘導され，併せて，とくに外

環より内側の一般道の交通量が大きく減少していること

がわかる．一方，図-13 からは，朝 8 時台の都心部のネ

ットワークにおいて，都心から放射状に伸びる首都高速

やその先の都市高速道路，中環の東側区間や神奈川線な

どで速度が増大しており，朝ラッシュ時間帯における交

 

図-12 IncentiveとBAUのリンク別交通量の変化（乗用車） 

 

図-13 IncentiveとBAUの 8時台リンク別速度の変化（都心） 

Changes on traffic volume [veh/day]
10,000 ‐ 50,000
5,000 ‐ 10,000
1,000 ‐ 5,000
500 ‐ 1,000
‐500 ‐ 500

‐1,000 ‐ ‐500
‐5,000 ‐ ‐1,000

‐10,000 ‐ ‐5,000
‐50,000 ‐ ‐10,000

Incentive ‐ BAU

Changes on travel speed [kph]
30 ~
10 ~ 30
5 ~ 10
‐5 ~ 5

‐10 ~ ‐5
‐30 ~ ‐10

~ ‐30

 
図-11 BAUにおける朝 8時台のリンク別速度低下率 
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※発着台数：発生台数（台/日）＋集中台数（台/日） 

図-10 3環状道路概成時のOD交通需要の変化 
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通混雑が緩和されていることが分かる．一方，中環の西

側や，追加した外環の東側区間では速度低下が見られ，

ピーク時における渋滞が発生しているものの，全体では

後述する通り，Incentive ケースに示されている交通需要

の 3環状道路への誘導施策によりさらに道路ネットワー

ク全体の性能は向上している結果になった． 

図-14 に，シミュレーション対象領域全体で，平成 22

年（FY2010，Base ケース），BAU，Incentive の 3 ケース

における総旅行距離の 24 時間総和を比較する．ここに，

それぞれ 3環状道路（3 rings, 緑），他の高速道路（other 

expressways, 赤），その他一般道（Arterial Roads, 青）の 3

つの道路区分で積上げ表示している．図からは，BAU，

Incentiveでも Baseケースと総走行距離はほとんど変わら

ないが，その内訳は BAU，Incetntiveと順番に 3環状の総

走行距離が増え，その分一般道の総走行距離が減る傾向

を見て取ることができる．したがって，3 環状道路の開

通により，また 3環状道路をより積極的に利用するよう

に誘導することにより，一般道への交通負荷が軽減され

ていることがわかる． 

図-15 に，図-14 と同様な比較で総走行時間を示す．

図から，3 環状道路の開通とその誘導策を適用するほど，

3 環状道路の総走行時間が増え，一般道の総走行時間が

減る傾向は，図-14 の総走行距離の場合と似ているが，

全体の総和で見ると，Baseケースに対する 3環状道路の

開通状態の BAUケースの総走行時間は−1.2%の減少，ま

た BAUケースに対する 3環状誘導策を適用した Incentive

ケースの総走行時間はさらに−1.6%の減少が実現されて

いることがわかる．一般道は，高速道路よりも速度が低

く，同じ距離の移動には走行時間は長くなるが，同じ交

通がより高速で移動できる 3環状道路を含む高速道路を

利用するようになったこと，また同じ高速道路を利用し

ていたとしても 3環状道路の開通やその利用誘導策によ

 

図-15 総走行時間（Base, BAU, Incentiveの比較） 
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図-14 総走行距離（Base, BAU, Incentiveの比較） 
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図-16 エリア別総走行時間・総走行距離（BAU, Incentiveの比較） 
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って交通渋滞が減ったことが，総走行時間が減少した理

由であると解釈することができる． 

図-16に BAUと Incentiveケースのエリア別・高速道路

と一般道幹線別の総走行時間と総走行距離を比較した．

総走行時間は自由流速度（規制速度に設定）で走行に要

する時間（自由旅行時間）の総和と，渋滞により生じた

自由旅行時間に対する損失時間の総和で示し，総走行距

離は自由流区間と渋滞区間をそれぞれ走行した距離の総

和で示した．これらより，外環内側（外環は含まない）

では高速道路と一般道幹線の両方で渋滞損失が削減され

るが，外環以遠では高速道路での渋滞損失が増加し，特

に圏央道以遠(含む圏央道)では台キロが大きく増えたこ

とから，今回想定したインセンティブでは，外環と圏央

道に過度な交通集中を引き起こしたと考えられる．なお，

ここでの渋滞損失時間の定義は，いわゆる費用便益分析

でのそれとは異なり，交通工学的な解釈で，需要が容量

を超えて生じた渋滞に起因する遅れ時間を意味している． 

 

 (4) 3環状道路概成時・動的最適経路推奨 

動的最適経路推奨(DUO)ケースでは，料金がかかって

もカーナビ等で示された時間優先経路を選択する利用者

が，仮に一定割合に増えたとした場合の影響を評価する

ため，渋滞状況を踏まえて 5分毎に更新される最短時間

経路を選択する利用者層割合を 10，20，30，50，70，

100%と変えながらシミュレーションを行う．この利用

者層に対しては，常に最短時間経路を選択するよう，渋

滞考慮旅行時間項の係数のみを 1.0 とし，時間価値パラ

メータは無限大（設定なし）とする． 

図-17 に BAU ケースと動的最適経路推奨ケースのエ

リア全体での総損失時間を比較した．この場合，30%で

渋滞損失が最も削減され，100%ではかえって悪化する

結果となった．図-18 で BAU と DUO30%ケースをエリ

ア別に比較したところ，いずれのエリアにおいても高速

道路では走行時間，走行距離がともに減少することから，

渋滞を避けて高速道路上でより長い経路に変更するだけ

でなく，一般道を利用する経路にも変更していることが

読み取れる．一方，一般道幹線では，いずれのエリアで

も渋滞損失は削減されるが，外環内側エリアを除いては，

総走行時間と総走行距離がいずれも増えており，高速道

路からの迂回の影響が見られる． 

 

図-17 総損失時間 (BAU, DUO10%~100%の比較) 
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図-18 エリア別総走行時間・総走行距離 (BAU, DUO30%の比較) 
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5. おわりに 

 

首都圏 3環状道路の整備に伴い，首都圏全体の高速道

路を含む道路全体への影響を定量的に評価できる大規模

な動的ネットワーク交通流シミュレータを開発した．大

規模な業務集積地である首都圏では，大型貨物車の適切

な管理は重要である．そこで大型貨物車の経路選択挙動

モデルをシミュレータへ実装し，大規模物流施設の周辺

環状道路周辺への立地促ｔｍｐ進効果による大型貨物車

のOD交通分布の変化を推定して反映した． 

3環状道路の整備は，Baseケース (H22現況) とBAUケ

ース (3環状概成後) の比較から，一般道から高速道路や

3 環状道路へ交通量（総旅行距離）を吸い上げる効果が

あることが確認され，また相対的に速度の遅い一般道よ

りも速度の高い高速道路や 3環状道路へ交通量が移動し，

全体の速度の向上や交通渋滞改善により，総走行時間の

減少が期待できる． 

また，BAUケースと Incentiveケース (環状道路誘導策) 

の比較から，この傾向は，通行料金の優遇や利用促進キ

ャンペーン等の広報・啓発等の 3環状道路への誘導策が

実施されれば，さらに強化され，高速道路ネットワーク

の有効活用に繋がるとともに，総走行時間の減少に伴い，

自動車交通によるエネルギー消費・二酸化排出量削減に

も寄与するはずである． 

一方，BAUケースと DUOケース (動的最適経路推奨) 

の比較では，カーナビ等の情報機器と連携した渋滞情報

提供施策による経路分散，渋滞緩和効果は認められるも

のの，DUO 利用者層が一定割合を超えると，高速道路

の渋滞を避けて一般道に迂回する交通により，その効果

は減少する．言い換えれば，DUO 利用者層が増えるほ

ど，高速道路が高いサービス水準を安定して提供するこ

とがますます重要になるといえる． 

開発したシミュレータは，今後，ランプメータリング

や動的料金制度など，高度な交通マネジメント方策の詳

細な検討に極めて有効なツールとなる．経路選択行動モ

デルやボトルネック容量モデルパラメータのさらなるキ

ャリブレーション，各種交通マネジメント方策の実装な

どが今後の課題である． 
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A development of large-scale traffic simulation for the Tokyo Metropolitan road network to estimate 
the road network traffic flow dynamically, especially after the mostly completion of three expressway 
rings, named “Chuo ring”, “Outer ring” and “Ken-o ring”, is outlined. The development is aimed at the 
evaluation of various policies; including traffic management measures, such as reexamination of ex-
pressway toll pricing scheme, route guidance, inflow metering, and so forth, road planning and road de-
sign. 
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